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発言の要旨 

１ 市長の政治姿勢について 

 (1)国と本市の安全保障について 

  ①非核三原則に対する見解 

  ②防衛装備移転三原則における５類型撤廃と兵器輸出に対する見解 

  ③防衛装備移転三原則における運用改定は本市の平和都市宣言と整合するか 

 (2)消費税減税への見解について 

  ①減税の財源、社会保障・財政運営への影響 

  ②飲食品の税率の違いと農家への影響 

  ③税と社会保障の在り方に対する見解 

 (3)国の物価高騰対策における本市の対応について 

  ①お買い物応援ギフトカードの利用状況 

  ②事業効果と施策への評価 

 (4)本市令和７年度一般会計決算に対する全体的総括と市民生活の分析 

 (5)スタジアム整備の在り方について 

  ①稼げるスタジアムを目指すことについて変わりはないか 

  ②スタジアム整備の位置づけ（未来への先行投資、魅力ある都市機能）への見解 

  ③駐車場を整備しない方針への見解 

  ④今後のスケジュール感 

  ⑤県議会当局答弁の真意と市当局のこれまでの説明 

  ⑥県との合意がなければスタジアム整備は進まないのか、整備断念の可能性 

 

２ 本市令和７年度一般会計決算と財政運営について 

 (1)令和７年度一般会計決算の状況について 

  ①歳入における特徴 

  ②依存財源比率増に対する見解 

  ③地方財政計画における税収見込みと本市の税収 

  ④市債管理基金と財政調整基金の考え方、歳出全体の特徴 

  ⑤生活保護費の減少とその内容と背景 

 (2)主要財政指標から見る決算状況について 

  ①財政力指数から見える傾向 

  ②経常収支比率改善の背景 

  ③将来負担比率改善の必要性と今後の財政運営 

 (3)今後の財政運営と財政健全化に向けた対応 

順序 会 派 名 氏   名 答弁を求める者 

４ 市 民 連 合 伊 地 知 紘 徳 

市 長 副 市 長 

教 育 長 関 係 局 長 

  

  

 



 

１８ 

 

４ 市 民 連 合 伊 地 知 紘 徳 

３ 各種統計から見る本市のジェンダーギャップについて 

 (1)男女別の定期給与平均月額  

 (2)男女別の正社員・正規職員の割合 

 (3)男女別の育児休業取得率 

 (4)帰ってきていない若者へのインタビュー調査、家庭内における家事・育児負担の格差の調査等が必要

では 

 

４ ワークイノベーションの推進について 

 (1)生産性の向上に向けた取組 

 (2)多様な働き方の実現に向けた取組 

 (3)本市のこれまでの取組の成果及び課題 

 (4)官民連携での取組が必要では 

 

５ 本市職員のキャリアデザインについて 

 (1)これまでの具体的な取組及び成果 

 (2)新規採用者に占める男女別の傾向 

 (3)男女別年齢構成の現状（年代別） 

 (4)女性管理職比率の推移（平成 28年、令和８年） 

 (5)各局における女性管理職比率の差異 

 (6)本市内の民間事業者に与える影響 

 (7)課題及び今後の考え方 

 

６ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の早期支給について 

 (1)議決後、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の支給までの事業開始年度と直近の必要日数 

 (2)補正予算計上の数量の確認の現状 

 (3)議決後から支給までの必要日数 

 

７ 災害時の協力協定団体等意見交換会について 

 (1)開催時期と非常時の連絡体制確保への取組 

 (2)間仕切り・段ボールベッドなどの備蓄数を上回った場合の対応 

 (3)協力協定団体の公表方法と市民認知度の認識 

 (4)協力協定団体の本市入札参加資格における加点の状況 

 

８ 自転車に対する交通反則通告制度（いわゆる青切符）の導入について 

 (1)今年度、青切符が導入された背景 

 (2)県内における自転車の防犯登録台数（令和７年度） 

 (3)県内における自転車の交通違反に対する指導警告書の交付件数と違反内容（８年４月１日以降） 

 (4)県内における青切符の交付件数と違反内容 

 (5)青切符の導入に当たって市民への周知啓発内容 

 (6)小中学生への自転車の交通ルールの指導啓発の現状と課題 

 (7)高校生への自転車の交通ルールの指導啓発の現状と課題 



 

１９ 

 

４ 市 民 連 合 伊 地 知 紘 徳 

９ 障害福祉サービス事業等の健全経営について 

 (1)運営指導対象事業所数の推移（過去 10年間） 

 (2)運営指導における指摘件数と主な内容（過去５年間） 

 (3)運営指導における過誤調整の指摘件数と主な内容（過去５年間） 

 (4)不正請求件数（事業所数、件数）及び返済状況（過去５年間） 

 (5)指導監査結果の公表の考え方 

 

10 児童クラブ長期休業中の昼食提供の在り方について 

 (1)全国の児童クラブの昼食提供の現状 

 (2)こども家庭庁の予算措置 

 (3)弁当持参が保護者の負担増となっていることへの認識 

 (4)食中毒防止への取組 

 (5)今後の取組 

 

11 児童クラブへのカラー印刷機の導入について 

 (1)印刷機導入時のモノクロ印刷機の選定理由 

 (2)保護者への重要な伝達事項への現状認識 

 (3)委託料でのカラー印刷機導入経過 

 (4)印刷機の買替えサイクルの考え方 

 (5)買替え時のカラー印刷機の導入の考え 

 

12 子どもの権利擁護について 

 (1)子どもの権利に関する普及啓発の取組内容、効果及び課題 

 (2)子どもの権利が侵害された場合の本市の対応 

 (3)子どもの権利擁護機関の設置についての考え 

 

13 温暖化による営農対策について 

 (1)耐暑性品種の導入取組 

 (2)作付期間の見直しへの取組 

 (3)青果市場への入荷状況 

 (4)旬の捉え方の変化に対する認識と対応 

 (5)近年の高温対策の取組状況 

 

14 西郷隆盛生誕 200 年・没後 150 年記念プロジェクトについて 

 (1)「西郷どん」の史実や逸話の今一度の掘り起こしとその活用 

 (2)市立学校における「西郷どん」の遺徳を子供たちへ伝承する活動の推進 



 

２０ 

 

４ 市 民 連 合 伊 地 知 紘 徳 

15 災害時の仮設住宅建設への対応について 

 (1)令和８年熊本地震における仮設住宅建設の早期整備対応の現状 

 (2)本市建設候補地における電力・上下水道の早期稼働対応への協議内容 

 (3)本市建設候補地の優先度と優先度ごとの箇所数及び公表の現状 

 (4)本市建設候補地での表示対応の見解 

 (5)本市建設候補地の地域コミュニティ協議会との協議の現状と今後の対応 

 (6)本市仮設住宅は災害発生後何日で提供可能か 

 

16 交通局の路線バス・貸切バス運転手確保状況と事業存続の見通しについて 

 (1)令和７年度のダイヤ改正における路線やダイヤの減便数 

 (2)ダイヤ改正の結果、市民の移動手段に及ぼす影響の認識 

 (3)運転手の確保状況 

 (4)貸切バス事業の運行状況 

 (5)貸切バス事業の存続の見通し 

 

17 マンホール文化の向上について 

 (1)本市のマンホール蓋の歴史的な経過と特色 

 (2)本市らしい特色あるデザインマンホール蓋の設置数と評価 

 (3)カラーデザインマンホール蓋のデザイン公募に対する考え 

 (4)ポケモン等のキャラクターマンホール蓋設置の考え 

 (5)偉人の功績が酌み取れる特色あるマンホール蓋設置の考え 

 

18 特別支援学級担任における特別支援学校教諭免許状の取得状況について 

 (1)市立小中学校における過去５年間の特別支援学級総数の推移 

 (2)８年度の障害種別ごとの学級設置状況 

 (3)特別支援学級担任における特別支援学校教諭免許状保有者数及び保有率の推移（平成 28 年度、令和

３年度、７年度） 

 (4)小・中学校教員採用選考試験における倍率の変遷と臨時的任用教員からの採用状況（平成 28 年、令

和３年、７年） 

 (5)特別支援学校教諭免許状取得促進策 

 (6)特別支援学校教諭免許状保有者の確保策 

 (7)通級指導教室の設置状況及び教職員の研修機会の確保 

 

19 包括的性教育について 

 (1)ＵＮＥＳＣＯの「国際セクシュアリティ教育ガイダンス」の８つのキーコンセプトとは 

 (2)小中学校における性教育の内容及び授業時間数 

 (3)学校教育における性教育の成果及び課題 

 (4)包括的性教育についての考えと対応 



 

２１ 

 

４ 市 民 連 合 伊 地 知 紘 徳 

20 国の「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（平成 27 年策定）」改訂と本市の学

校規模適正化・適正配置の取組について 

 (1)27 年策定の国の手引の基本的な考え方 

 (2)今回改訂の概要と改訂前との違い 

 (3)本市の学校規模適正化等のこれまでの取組状況 

 (4)今年設置された「鹿児島市学校規模適正化・適正配置基本計画検討委員会」での協議内容と国の改訂

を踏まえた検討状況 

 (5)国の改訂を踏まえた今後の本市の学校規模適正化等に向けた考え方 

 (6)学校跡地活用に向けた今後の対応 

 


